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 (百万円未満切捨て)
1. 平成 24 年６月期第１四半期の業績（平成 23 年７月１日～平成 23 年９月 30 日） 
 (1) 経営成績(累計)  
 

 (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年６月期第１四半
期 608 653.8 48 ― 48 ― 47 ― 

23年６月期第１四半
期 80 △71.3 △51 ― △58 ― △60 ― 

 

 １株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四半期純利益 
 円 銭 円 銭 

24年６月期第１四半
期 444. 55 412. 54 

23年６月期第１四半
期 △1,137. 17 ―  

  
 (2) 財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

24年６月期第１四半
期 693 94 13.2 

 
23年６月期 
 

269 46 16.4 
 
(参考) 自己資本 24年６月期第１四半期 91百万円 23年６月期 44百万円 

 

2. 配当の状況 
 

年間配当金 
 第１四半期

末 
第２四半期

末 
第３四半期

末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

23年６月期 ―  0. 00 ―  0. 00 0. 00 
24年６月期 ―          

 24年６月期(予想)   0. 00 ―  0. 00 0. 00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正有無 ： 無 
 

 

 

 



 

3. 平成 24 年６月期の業績予想（平成 23 年７月 1日～平成 24 年６月 30 日） 
 (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累
計) 1,298 742.4 53 － 51 － 51 － 476. 83 

通期 2,547 762.4 88 － 83 － 83 － 776. 02 
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正有無 ： 無 

 

4. その他 

 
(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用   ： 無 

 
(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年6月期第1四半期 106,956株 23年6月期 59,899株 

② 期末自己株式数 24年6月期第1四半期 338株 23年6月期 338株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年6月期第1四半期 106,618株 23年6月期第1四半期 52,806株 

 

 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期

決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了して

いません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる

可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ

いては、四半期決算短信（添付資料）１ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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1. 当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、本格回復にはほど遠い状態にあったところに、東

日本大震災と福島原子力発電所の事故に伴う放射能問題が更に追い討ちをかけ不透明な状況にある

中で、国際金融市場の混乱と米欧経済の不安定化が今後更に海外経済の予測混乱の要因になってお

り、総体的な景気の回復の兆しがまったく見えない状況にあります。 

しかし、当社は前事業年度に従来の基幹事業であった半導体事業を凍結し、基幹事業を LED 照明機

器販売事業に転換、本格的な事業展開を推し進めてまいりました。本事業は、前事業年度において

は当初の予定より大幅に出遅れはしたものの当第１四半期累計期間におきましては、株式会社ヤマ

ダ電機が展開する「あかりレンタル事業」への協力拡大および同社新規店舗の LED 照明導入におけ

る大型受注と本格的に動きだしました。 

この結果、売上高 608,690 千円（前年同四半期比 653.8％増）、営業利益 48,202 千円（前年同四

半期は 51,698 千円の損失）、経常利益 48,008 千円（前年同四半期は 58,142 千円の損失）、四半期

純利益47,397千円（前年同四半期は 60,048 千円の損失）となりました。 

 

なお、当第 1 四半期累計期間におけるセグメントは、平成 23 年 2 月末日をもって半導体事業の凍

結を行ったことにより、現在 LED 照明機器販売事業のみとなっております。当該事業の前年対比は

次のとおりであります。 
 

   売上高：608,690千円（前年同四半期売上高：37,567 千円 1,520.3％増） 
 

(2) 財政状態に関する定性的情報 

①資産の状況 

当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は、665,148 千円（前事業年度末は 238,910 千

円）となり 426,238 千円の増加となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業の大幅な売

上増加に伴う収入の増加などにより、売掛金が 357,635 千円、現金及び預金が 63,959 千円増加し

たこと、また、LED 照明機器販売事業が本格化したことにより商品（棚卸在庫）の増加が 11,535

千円あったことなどによるものであります。 

また、当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は、28,145 千円（前事業年度末は

30,505 千円）となり 2,359 千円の減少となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業の

のれん代の減価償却が 1,249千円、その他資産の減価償却 615千円などによるものです。 

この結果、当第１四半期会計期間末における総資産は 693,294 千円（前事業年度末は 269,415 千

円）となりました。 

 

②負債の状況 

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は、539,098 千円（前事業年度末は 142,617 千

円）となり 396,480 千円の増加となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業の大幅な売

上増加に伴い、買掛金が 409,382千円増加したことによるものであります。 

また、当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は、60,000 千円（前事業年度末は

80,000 千円）となり 20,000 千円の減少となりました。その主な要因は、社債の償還に伴う減少が

20,000 千円あったことによるものであります。 

この結果、当第１四半期会計期間末における負債合計は 599,098 千円（前事業年度末は 222,617

千円）となりました。 

 

③純資産の状況 
当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、94,196 千円（前事業年度末は 46,798 千円）と

なり 47,397 千円の増加となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業の大幅な売上増加に

伴う、当四半期純利益の計上により利益剰余金が47,397 千円増加したことによるものであります。 

 

(3) 業績予想に関する定性的情報 

平成 24 年６月期の業績予想につきましては、株式会社ヤマダ電機が展開する「あかりレンタル事

業」への協力拡大および同社新規店舗の LED 照明導入における大型受注が本格的に動きだしたこ

とにより、現時点では、平成 23 年８月 18 日に公表いたしました業績予想に変更はございません。 

 この結果、当事業年度（平成 24 年６月期）の業績の見通しに付きましては、売上高 2,547 百万

円、営業利益 88百万円、経常利益 83百万円、当期純利益 83百万円を見込んでおります。 
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2. サマリー情報（その他）に関する事項 

 

(1) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失計上しております。当第

１四半期累計期間においては営業利益 48,202 千円、経常利益 48,008 千円及び四半期純利益 47,397

千円を計上しておりますが、今後継続的に営業利益を計上し、財務状況を改善して資金繰りの面で

の不安定性を払拭するには至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせ

るような状況は引き続き存在しております。 

当社では、当該事象を解消すべく、平成 23 年 10月より経営環境の変化に迅速に対応し、新規事業

を含めた中期経営計画の実現性を高めるべく経営体制を強化し、企業体質の強化を図っていくこと

で、企業価値向上を実現していくために、代表取締役を２名体制にし、営業組織改革に着手いたし

ました。 

この改革に基づき、中核事業である LED 照明機器販売事業においては、株式会社ヤマダ電機
の新規店舗の LED 照明導入における対応力を強化するとともに、「あかりレンタル」事業のパ

ートナー企業としての地位確立を目指しながら、新たな大口顧客の開拓にも注力してまいりま
す。他方、LED 照明機器の仕入先である株式会社共立電機製作所が開発した平面型ベース照明の
拡販を推進することで、同社との協業体制の強化を図り、市場ニーズに合わせた良質な商材の
確保に努めてまいります。 
また、LED 照明機器販売事業を主軸に新しい事業領域への進出を目指して、ガソリンスタンド

（以下「SS」という）の情報ステーション化を見据え、SS 向けシステム「車検ハンター」の販
売代理店とした事業を確立していく検討・準備を進めております。SS は当社が取扱っている
LED 照明器具の販売先としても有望であり、LED 照明器具販売事業との相乗効果も期待できるも
のと考えております。 

当社はこれらの取組みにより、引き続き徹底したマーケティングと戦略的営業活動を推進すること

により、継続的に安定した経営を維持するための強固な収益力を確立し、財務体質の健全化を図っ

てまいる所存であります。 
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４．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当第１四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 104,741 168,701 

受取手形及び売掛金 53,707 411,342 

商品 39,737 51,273 

原材料及び貯蔵品 424 439 

未収入金 29,040 25,588 

その他 12,058 9,727 

貸倒引当金 △800 △1,924 

流動資産合計 238,910 665,148 

固定資産   

有形固定資産 1,802 1,462 

無形固定資産 23,964 22,439 

投資その他の資産 4,737 4,243 

固定資産合計 30,505 28,145 

資産合計 269,415 693,294 

負債の部   

流動負債   

買掛金 53,122 462,504 

1年内返済予定の長期借入金 17,030 12,320 

1年内償還予定の社債 40,000 40,000 

未払金 16,577 13,324 

未払法人税等 5,460 1,048 

その他 10,426 9,900 

流動負債合計 142,617 539,098 

固定負債   

社債 80,000 60,000 

固定負債合計 80,000 60,000 

負債合計 222,617 599,098 

純資産の部   

株主資本   

資本金 211,548 211,548 

資本剰余金 856,003 856,003 

利益剰余金 △987,268 △939,870 

自己株式 △36,225 △36,225 

株主資本合計 44,058 91,456 

新株予約権 2,740 2,740 

純資産合計 46,798 94,196 

負債純資産合計 269,415 693,294 
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（２）四半期損益計算書 
 第１四半期累計期間 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年７月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 80,748 608,690 

売上原価 65,896 494,002 

売上総利益 14,852 114,688 

販売費及び一般管理費 66,550 66,485 

営業利益又は営業損失（△） △51,698 48,202 

営業外収益   

受取利息 78 5 

受取賃貸料 1,306 285 

関係会社株式売却益 － 140 

その他 502 389 

営業外収益合計 1,888 821 

営業外費用   

支払利息 737 559 

為替差損 7,106 － 

支払保証料 437 421 

その他 50 34 

営業外費用合計 8,332 1,015 

経常利益又は経常損失（△） △58,142 48,008 

特別損失   

事業整理損 1,612 － 

特別損失合計 1,612 － 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △59,755 48,008 

法人税、住民税及び事業税 293 611 

法人税等合計 293 611 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △60,048 47,397 
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(3) 継続企業の前提に関する注記 

   当第１四半期会計期間（自 平成 23年７月１日 至 平成 23年９月 30日） 

当社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しております。 

当第１四半期累計期間においては営業利益 48,202 千円、経常利益 48,008 千円及び四半期純利益

47,397 千円を計上しておりますが、今後継続的に営業利益を計上し、財務状況を改善して資金繰り

の面での不安定性を払拭するには至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生

じさせるような状況は引き続き存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく平成 23 年８月 18 日開示の【中期経営計画 「修正経営改善計

画」】を策定し、以下の施策に取り組んでおります。 

 

【中期経営計画 「修正経営改善計画」】の実行 

（ⅰ）経営体制の強化 

当社は、平成 23 年 10 月より経営環境の変化に迅速に対応し、新規事業を含めた【中期経

営計画「修正経営改善計画」】の実現性を高めるべく経営体制を強化し、企業体質の強化

を図っていくことで、企業価値向上を実現していくために、代表取締役を 2 名体制にし、

営業組織改革を始めるとともに、LED 照明機器販売事業を主軸に新しい事業領域への進出を

目指してビジネスモデルの構築に邁進しております。 

（ⅱ）LED照明機器販売事業の販路拡大 

当社は、株式会社ヤマダ電機との店舗照明への対応力を強化するとともに、「あかりレン

タル」事業のパートナー企業としての地位確立を目指しながら、新たな大口顧客の開拓に

注力していきます。 

（ⅲ）メーカーとの協業体制の強化 

当社は、LED 照明機器の仕入先である株式会社共立電機製作所が開発した平面型ベース照明

の拡販を推進することで、株式会社共立電機製作所との協業体制の強化を図っていきます。 

（ⅳ）新規事業の確立 

「車検ハンター事業」 

業務提携先である株式会社アールアンドアールの企画により、ガソリンスタンド（以下

「SS」という）の情報ステーション化を見据え、株式会社ＡＳＫがメーカーとして新規に展

開している SS 向けシステム「車検ハンター」を、販売代理店とし販売し事業として確立し

ていく検討・準備を進めております。 

SS は LED 照明機器の販売先としても有望なで、LED 照明機器販売事業との相乗効果も期待で

きると考えております。 

 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、わが国経済の景気及び当社の属する LED 照明販

売業界の動向は、今後も不安定な状態が続くものと予想されますので、これらの施策が計画のとお

りに実現されなかった場合には、予想している利益の確保が十分にできない可能性があり、資金不

足に陥る可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。 

 

 

(4)  セグメント情報 

当社の報告セグメントは、LED 照明器具販売事業のみの単一セグメントであるため、開示を省略

しております。 

 

   

 (5)  株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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